
 

令和６年12月11日 

 

 

 

富山県議会議長 山本 徹 殿 

 

  

経営企画委員長 川上 浩 

 

 

請 願 審 査 報 告 書 

 

 

    本委員会に付託の請願を審査した結果、別紙のとおり決定したから、 

会議規則第９１条第１項の規定により報告します。 

 

  



請     願 

 

○経営企画委員会 
 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 提 出 者 要     旨 審 査 

結 果 

８ ６.12.３ 私学助成に関す

る請願書 

 

武田 慎一 

奥野 詠子 

針山 健史 

富山市 

団体 

 国の私立高校生等就学支援金

制度は、2020年度より年収590万

円未満世帯に対する支援が拡充

され、上限年額39万6,000円の支

援金が支給されることになりま

した。これにより富山県内私立

高校授業料は年収590万円未満

世帯で無償となりました。また

富山県独自に今年度から年収59

0万円から910万円未満の多子世

帯（子ども３人以上）及びひと

り親世帯に対し19万8,000円の

助成が実施されることになり、

これらの世帯の授業料が無償と

なりました。加えて、入学金に

対する県の助成も多子世帯（子

ども３人以上）及びひとり親世

帯は、年収910万円未満世帯まで

公立高校並みの入学金負担で済

むよう拡充されました。学費無

償化に向けた動きとして、富山

県のご努力に感謝申し上げま

す。            

 こうした改善は見られるもの

の、年収590万円から910万円未

満の多くの世帯は、入学金も含

め年額約36万円の学費負担が残

されており、依然として公私間

の格差は大きな開きがありま

す。多子世帯及びひとり親世帯

に限定することなく、公私間格

差解消に向けた拡充が求められ

ます。           

 昨今の食品や生活用品など日

常生活に関わる物の相次ぐ値上

げは、重い学費負担に苦しむ私

立高校生家庭の家計に追い打ち

をかけています。家計急変家庭

に対する救済措置はもちろんの

こと、学費負担のいっそうの軽

減をはかり、私立高校生が学費

の心配なく安心して学校で学ぶ

採択 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



請     願 

 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 提 出 者 要     旨 審 査 

結 果 

ことができるよう、特段の措置

を講じられるよう強く要望いた

します。          

 教育条件における公私間格差

是正も求められます。本県私立

高校の非正規職員（常勤講師お

よび非常勤講師）比率は、2009

年度で33.7%を占めていたのに

対し、2023年度には37.8%と増加

しています。私立高校は「建学

の精神」にもとづく特色ある教

育を推進し、学校独自の教育の

伝統を継承しています。そうし

た教育を継承していくために

は、専任教員の存在が不可欠で

す。各学校において専任教員増

を促進していくため、経常費助

成のいっそうの増額が求められ

ます。           

 本県公立高校生へのＩＣＴ端

末の無償貸与は2020年度から実

施されていますが、私立高校生

にはＩＣＴ端末に対する本県財

政措置がないため、購入費用の

すべてを自費で賄わなければな

らず、学費とあわせて保護者の

重い負担となっています。私立

高校に対しても公立と同様に、

ＩＣＴ端末購入費用の全額を保

障する措置が求められます。 

 未来ある子どもたちのために

必要な教育予算、とりわけ学費

で重い負担を強いられている私

立高校の子どもたちが学費の心

配なく学校に通うことができる

よう、私立高校予算の増額・拡

充が強く求められます。   

 以上のことから、次の事項に

ついて実現していただけるよ

う、請願いたします。 

 

１．学費の公私間格差の是正を

はかるため、私立高等学校等生



請     願 

 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 提 出 者 要     旨 審 査 

結 果 

徒奨学補助金を以下のように拡

充してください。 

（１）多子世帯（子ども３人以

上）・ひとり親世帯に限定

せず、年収590万円を超える

世帯に対して、授業料助成

の増額をしてください。 

（２）年収590万円未満世帯に対

して、入学金への助成措置

を講じてください。 

２．教育条件の維持・向上をは

かるため、私立高等学校経常費

補助金を増額してください。 

３．公立高校での生徒１人１台

情報端末無償貸与と同様、私立

高校に対しても１人１台端末購

入が無償となるよう、県の助成

措置を講じてください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



請     願 

 

○経営企画委員会 
 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 提 出 者 要     旨 審 査 

結 果 

10-1 ６.12.４ 子どもの貧困と

教育格差をなく

し、ゆきとどい

た教育を求める

ための請願 

 

火爪 弘子 

富山市千歳

町1-2-3 

富山県高等

学校教職員

組合内 

ゆきとどい

た教育をす

すめる富山

の会 

代表 

齊藤 克義 

外6,240名 

わたくしたちは35年間にわた

り、子どもたちにゆきとどいた

教育を求めるこの「教育全国署

名」にとりくんできました。そ

の成果が表れ、国の責任で小学

校全学年での35人学級を５年間

で行うことになり、富山県は２

年前倒しで昨年度から小学校全

学年での35人学級が実施されて

います。高校でも今年度の６校

に続き、来年度さらに６校で少

人数学級が拡充されます。義務

教育の全ての学年で少人数学級

が実現している自治体は27県７

政令市あり、富山県も中学校の

少人数学級を早急に進めるべき

です。           

 高教組が提出した「県立高校

の教職員配置の充実を求める請

願」が昨年、県議会において全

会一致で採択され、少人数学級

に対応した教職員配置が守られ

ました。また、「国の責任によ

る少人数学級のさらなる前進を

求める意見書」が、全会派の議

会運営委員提案として、全会一

致で採択されています。小・中・

高すべての少人数学級を実現す

るため、義務・高校標準法の改

正を求めていただいたことは国

を動かす大きな力となるもので

す。            

 家庭の経済的理由と過度な競

争・選別によって教育機会の格

差が拡大しています。そして、

自己肯定感が低く未来への希望

がもてない子どもや、いじめ・

暴力行為・不登校、個別対応の

必要な子どもが急増していま

す。教職員も、長時間過密労働

の中、一人ひとりにゆきとどい

た教育をすすめることには限界

一部採択 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



請     願 

 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 提 出 者 要     旨 審 査 

結 果 

があります。また、高校生・大

学生等への給付制奨学金制度を

創設・拡充させることは保護者・

県民の切実な願いです。子ども

たちの教育を受ける権利を保障

するために、教育条件整備をす

すめることは喫緊の課題です。

 すべての子どもたちがひとり

の人間として尊重される学校、

憲法と批准30年を迎えた子ども

の権利条約が生かされる学校を

つくるために、以下の各事項を

すみやかに実現されるよう請願

します。 

 

請願事項 

２－１.子どもたちのいのちと

健康を守るとともに、学ぶ権利

を保障するため、教育条件整備

に全力をあげてください。 

７．教育にかかわる保護者負担

を軽減してください。 

（１）－１高等学校等就学支援

金制度を改め、高校授業料

を完全に無償化してくださ

い。 

（３）私学経常費助成補助の増

額と高等学校等就学支援金

拡充で学費の公私間格差を

なくしてください。 

８－１.すべての学校施設の耐

震化を早急に完了し、老朽化対

策をすすめるとともに、エアコ

ン設置やトイレの洋式化など施

設・設備を改善・充実してくだ

さい。 

10－１.県内で学ぶ能登半島地

震や東日本大震災などの地震や

自然災害、福島原発事故で被災

した子どもたちの就修学に必要

な県独自の支援を行ってくださ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（採択） 

 

 

 

 

 

（不採択） 

 

 

（採択） 

 

 

（採択） 

 

 

 

 

 

（不採択） 

 

 

 

 



請     願 

 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 提 出 者 要     旨 審 査 

結 果 

い。  

 

※１、３、４、５、６、７（２）（４）（５）、９については、教育警務委員会に付託 

※２、７（１）、８、10は教育警務委員会に分割付託 



 

令和６年12月11日 

 

 

 

富山県議会議長 山本 徹 殿 

 

  

教育警務委員長 八嶋 浩久 

 

 

請 願 審 査 報 告 書 

 

 

    本委員会に付託の請願を審査した結果、別紙のとおり決定したから、 

会議規則第９１条第１項の規定により報告します。 

 

  



請     願 

 

○教育警務委員会 
 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 提 出 者 要     旨 審 査 

結 果 

10-2 ６.12.４ 子どもの貧困と

教育格差をなく

し、ゆきとどい

た教育を求める

ための請願 

 

火爪 弘子 

富山市千歳

町1-2-3 

富山県高等

学校教職員

組合内 

ゆきとどい

た教育をす

すめる富山

の会 

代表 

齊藤 克義 

外6,240名 

わたくしたちは35年間にわた

り、子どもたちにゆきとどいた

教育を求めるこの「教育全国署

名」にとりくんできました。そ

の成果が表れ、国の責任で小学

校全学年での35人学級を５年間

で行うことになり、富山県は２

年前倒しで昨年度から小学校全

学年での35人学級が実施されて

います。高校でも今年度の６校

に続き、来年度さらに６校で少

人数学級が拡充されます。義務

教育の全ての学年で少人数学級

が実現している自治体は27県７

政令市あり、富山県も中学校の

少人数学級を早急に進めるべき

です。           

 高教組が提出した「県立高校

の教職員配置の充実を求める請

願」が昨年、県議会において全

会一致で採択され、少人数学級

に対応した教職員配置が守られ

ました。また、「国の責任によ

る少人数学級のさらなる前進を

求める意見書」が、全会派の議

会運営委員提案として、全会一

致で採択されています。小・中・

高すべての少人数学級を実現す

るため、義務・高校標準法の改

正を求めていただいたことは国

を動かす大きな力となるもので

す。            

 家庭の経済的理由と過度な競

争・選別によって教育機会の格

差が拡大しています。そして、

自己肯定感が低く未来への希望

がもてない子どもや、いじめ・

暴力行為・不登校、個別対応の

必要な子どもが急増していま

す。教職員も、長時間過密労働

の中、一人ひとりにゆきとどい

た教育をすすめることには限界

一部採択 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



請     願 

 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 提 出 者 要     旨 審 査 

結 果 

があります。また、高校生・大

学生等への給付制奨学金制度を

創設・拡充させることは保護者・

県民の切実な願いです。子ども

たちの教育を受ける権利を保障

するために、教育条件整備をす

すめることは喫緊の課題です。

 すべての子どもたちがひとり

の人間として尊重される学校、

憲法と批准30年を迎えた子ども

の権利条約が生かされる学校を

つくるために、以下の各事項を

すみやかに実現されるよう請願

します。 

 

請願事項 

１．ゆきとどいた教育の実現の

ために、県の教育予算を増やし

てください。 

２－２.子どもたちのいのちと

健康を守るとともに、学ぶ権利

を保障するため、教育条件整備

に全力をあげてください。 

３．小学校に続き、中学校でも、

35人以下学級を早期に実現する

とともに、「20人学級」を展望

した少人数学級をすすめてくだ

さい。 

４．高校での少人数学級をすす

めてください。 

５．富山県独自の教職員定数改

善で、正規・専任の教職員を増

やしてください。 

６．産休・育休や病休等におけ

る代員の教職員を、確実に配置

してください。 

７．教育にかかわる保護者負担

を軽減してください。 

（１）－２高等学校等就学支援

金制度を改め、高校授業料

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（採択） 

 

（採択） 

 

 

（不採択） 

 

 

 

 

（不採択） 

 

（不採択） 

 

 

（採択） 

 

 

 

 

（不採択） 

 



請     願 

 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 提 出 者 要     旨 審 査 

結 果 

を完全に無償化してくださ

い。 

（２）子どもの就学を保障する

ため、教育活動に不可欠な

教材費、給食費など学校納

付金の無償化をすすめてく

ださい。 

（４）高校生・大学生に対する

返還の不要な給付制奨学金

制度の創設・拡充にとりく

んでください。 

（５）県奨学金の返済猶予制度

を維持・拡充してください。 

８－２.すべての学校施設の耐

震化を早急に完了し、老朽化対

策をすすめるとともに、エアコ

ン設置やトイレの洋式化など施

設・設備を改善・充実してくだ

さい。 

９．特別支援学級・学校を増や

すとともに、通常学級に在籍す

る障がいをもつ子どもたちに必

要な教育条件を整備してくださ

い。 

10－２.県内で学ぶ能登半島地

震や東日本大震災などの地震や

自然災害、福島原発事故で被災

した子どもたちの就修学に必要

な県独自の支援を行ってくださ

い。 

 

 

（不採択） 

 

 

 

 

（採択） 

 

 

 

（採択） 

 

（採択） 

 

 

 

 

（採択） 

 

 

 

（不採択） 

 

 

 

 

 

 

※７（３）は経営企画委員会に付託 

※２、７（１）、８、１０については、経営企画委員会に分割付託 

 

 

 

 

 



請     願 

 

〇教育警務委員会 
 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 提 出 者 要     旨 審 査 

結 果 

11 ６.12.４ 生徒用１人１台

端末を来年度の

高校入学生から

保護者負担に移

行する方針の撤

回を求める請願 

 

井加田 まり 

火爪 弘子 

富山市千歳

町1-2-3 

富山県高等

学校教職員

組合 

執行委員長 

中山 洋一 

 請願の趣旨 

県政発展のためにご尽力いた

だいていることに敬意を表しま

す。            

 県立高校および特別支援学校

高等部の生徒用１人１台端末に

関して、６月県議会以降、「ひ

とり７万５千円の自己負担」が

報道されていますが、中学生・

保護者、中学校、県立高校等へ

の正式な通知は一切なく、よう

やく11月８日付け文書で高校・

特別支援学校、市町村教育委員

会、中学校などへの案内が発出

されました。いまだに中学生・

保護者のみならず学校関係者に

も十分な周知がされていませ

ん。            

 教育条件を後退させず、生徒

の学習権を保障するために、下

記の事項を請願します。 

 請願の項目 

１．現時点で更新実施計画が示

されておらず、今後、各学校

が対応を十分に検討したうえ

で、保護者の理解を得る時間

はないので、生徒用１人１台

端末を来年度の高校入学生か

ら保護者負担に移行する方針

の撤回を検討すること。 

不採択 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



請     願 

 

〇教育警務委員会 
 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 提 出 者 要     旨 審 査 

結 果 

12 ６.12.４ 県立高校の教職

員配置の充実を

求める請願 

 

火爪 弘子 

岡﨑 信也 

富山市千歳

町1-2-3 

富山県高等

学校教職員

組合 

執行委員長 

中山 洋一 

 請願の趣旨 

県政発展のためにご尽力いた

だいていることに敬意を表しま

す。            

 中学校卒業者数の減少による

来年度の県立高校82名の募集定

員減について、今年度に続き、

「学級減」ではなく「学級定員

減」で対応することは賢明な判

断であり、強く支持します。今

回の少人数学級の拡充を真の教

育条件改善とするには教職員数

の確保が必須です。そのために

は、14～15名の法定数の減少分

を県単独措置によって補うこと

が必要です。そうでなければ、

学級数、授業時間数が変わらな

いのに教員が減らされる事態が

起きてしまいます。当該校の教

職員配置を確保するために、他

の学校の教職員数を減らすなど

という「しわ寄せ」もあっては

なりません。        

 南砺平高校では、生徒全国募

集の開始に伴って新たな業務が

激増しています。教職員の過重

負担を解消するには県単独措置

による配置数増が必要です。 

 昨年度７学級以上の学校が３

校少なくなったことによって県

全体の養護教諭の法定数が３名

減になりましたが、今年度も昨

年度につづき、２名の県単独措

置によって前年度の配置が確保

されました。養護教諭は、生徒

の保健指導・保健管理等の業務

に加え、生徒のこころのケアを

担っており、スクールカウンセ

ラー等の配置の充実とともに養

護教諭の複数配置が必要となっ

ています。         

一部採択 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



請     願 

 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 提 出 者 要     旨 審 査 

結 果 

 県立高校への教職員配置の充

実を求め、下記の事項を請願し

ます。 

 請願の項目 

１.今年度少人数学級を拡充し

た県立高校６校（入善、魚津

工業、中央農業、小杉、伏木、

砺波工業）と来年度少人数学

級を拡充する県立高校６校

（富山西、八尾、中央農業、

伏木、南砺福野、砺波工業）

の教職員配置を後退させるこ

となく、より充実させること。 

２.生徒全国募集を始める南砺

平高校の教職員配置をより充

実させること。 

３.養護教諭のいない高校をつ

くらず、現在の配置を後退さ

せることなく、より充実させ

ること。 

 

 

 

 

（採択） 

 

 

 

 

 

 

 

（不採択） 

 

（採択） 

 

 

 

 



 

令和６年12月11日 

 

 

 

富山県議会議長 山本 徹 殿 

 

  

厚生環境委員長 澤﨑  豊 

 

 

請 願 審 査 報 告 書 

 

 

    本委員会に付託の請願を審査した結果、別紙のとおり決定したから、 

会議規則第９１条第１項の規定により報告します。 

 

  



請     願 

 

○厚生環境委員会 
 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 提 出 者 要     旨 審 査 

結 果 

７ ６.12.２ 「福祉医療機構

が行う、社会福

祉施設職員等の

退職手当共済に

掛かる公費助成

の継続」に関す

る請願書 

 

奥野 詠子 

種部 恭子 

大門 良輔 

嶋川 武秀 

射水市黒河

字竹山3107

番地６ 

 

全国保育推

進連盟富山

県支部 

支部長 

柳溪 暁秀 

請願趣旨 

令和２年度の社会保障審議会

福祉部会において、独立行政法人

福祉医療機構が行う、社会福祉施

設職員等の退職手当共済制度に

おける保育所等に対する公費助

成の在り方について、「他の経営

主体とのイコールフッティング

の観点等も踏まえて、さらに検討

を加え、令和６年度までに改めて

結論を得ることとする。」と示さ

れていますが、公費助成の継続が

打ち切られると、施設経営者にお

いて、共済掛金負担の財源が確保

できず、ひいては職員への退職手

当金の支給ができなくなること

から、これまで進められてきた職

員に対する処遇改善の後退を招

き、今よりもいっそう人材確保が

困難になります。       

 以上から、公費助成の継続につ

いて、国に対し強く働きかけるよ

うお願いします。 

 

説明及び理由 

保育所・幼保連携型認定こども

園に従事する職員の退職手当共

済制度（「社会福祉施設職員等退

職手当共済法」に基づき実施）は、

社会福祉事業に従事する人材を

確保し、福祉サービスの安定的な

供給と質の向上を図ることによ

り、社会福祉事業の振興に寄与す

ることを目的としています。令和

６年度においては、保育所・幼保

採択 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



請     願 

 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 提 出 者 要     旨 審 査 

結 果 

連携型認定こども園に係る退職

手当金支給財源については、年額

136,500円/人のうち、３分の２を

公費助成（３分の１は事業主負

担）で賄われています。この公費

助成の在り方を、国においては令

和６年度までに結論を得るべく

検討されることになっています。

 現状、事業主負担で賄われる退

職共済掛金が「公費助成なしの掛

け金負担」で継続された場合、保

育所・幼保連携型認定こども園の

収入源（公定価格）には、掛金を

今以上に負担できる余力はあり

ません。したがって、職員への退

職手当金の支給ができなくなる

ことから、これまで進められてき

た職員に対する処遇改善の減退

につながります。このことによ

り、保育人材の確保を現状よりも

さらに困難とし、子ども政策の推

進に大きな支障をもたらします。

少子化対策が待ったなしとされ

る社会において、すでに保育に従

事する職員及びこれから入職し

ようとする人材は、今後策定され

ていく様々な行動計画や制度政

策の大きな柱です。      

 ぜひとも、多くの保育所・幼保

連携型認定こども園に従事する

職員の継続された身分の安定と、

少子化・子育て政策の推進のため

にも、国に対し強く働きかけるよ

うお願いします。 

 

 

 



請     願 

 

○厚生環境委員会 
 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 提 出 者 要     旨 審 査 

結 果 

９ ６.12.４ 高齢者の行方不

明対策をはじめ

とした認知症対

策を強化し、富

山県が市町村と

一体となって取

組むことを求め

る請願 

 

永森 直人 

藤井 大輔 

庄司 昌弘 

岡﨑 信也 

佐藤 則寿 

火爪 弘子 

富山市明輪

町    

１-242-601 

公益社団法

人 認知症

の人と家族

の会富山県

支部   

代表 

堀井 隆子 

 請願趣旨 

私たち「認知症の人と家族の

会」は設立43年、「本人も家族

も仲間も共に楽しむ」ことを大

切にし、①つどいの開催（県内

５会場で毎月10回以上の開催）、

②夜間電話相談、③会報の発行

の３本柱を中心に、励まし合っ

て活動を継続しています。  

 本年４月１日から「SOSネット

ワーク・損害賠償保険」が富山

県内の全市町村で導入されまし

た。これは全国でも初めてのこ

とです。私たちが令和４年11月

議会に提出した請願内容が実現

したことを大変喜んでいます。

しかしながら、2023年度、認知

症行方不明は全国で１万9,039

人、富山県では269人となってお

り、介護する家族にとって「い

のち」に関わる大変な悩みは、

増加傾向にあります。近年、家

族の形も大きく変化したことも

含め、さらに高齢者の行方不明

対策をはじめとした、認知症対

策を強化していくことは重要な

課題です。         

 当会では、本年９月に県内全

市町村のSOSネットワークと損

害賠償保険にかかる費用につい

てアンケートを実施しました。

市町村によっては「家族に保険

料の実費負担を求めている」「周

知や啓発が不足しており登録が

進んでいない」等の課題がある

ことがわかりました。県内全域、

どこに住んでも同一の認知症支

援を受けられることは、本人と

家族にとって非常に重要だと考

えます。          

 本年１月から認知症基本法が

採択 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



請     願 

 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 提 出 者 要     旨 審 査 

結 果 

施行されました。富山県でも認

知症施策推進計画の令和７年度

策定に向け、認知症施策推進会

議（仮称）を設置され、認知症

当事者の声も反映されるとのこ

とで私たちは大きな希望を感じ

ています。「SOSネットワーク・

損害賠償保険の県内同一の支援

を目指すこと」「経費や啓発活

動が不足している市町村を支援

すること」など、富山県が市町

村と一体となって取組むこと

で、行方不明で亡くなる人の減

少や、本人や家族の気持ちの安

定感も大きくなると見込まれま

す。これらを踏まえ「認知症が

あっても日本一住みすい富山

県」を目指していただくことを

請願します。 

 請願内容 

１．「SOSネットワーク・損害賠

償保険」をはじめとした認知

症高齢者の行方不明対策につ

いて、県内どの市町村に住ん

でいても、同じ支援が受けら

れるよう県として助言・指導

を行うこと。        

２．１にかかる経費負担や啓発

活動等について、不足してい

る市町村に対し、県から支援

を行うこと。        

３．富山県認知症施策推進計画

策定の際に、認知症の本人や

家族などの当事者の声を反映

し、「認知症があっても日本

一住みやすい富山県」を目指

すこと。 

 

 



 

令和６年12月11日 

 

 

 

富山県議会議長 山本 徹 殿 

 

  

議会運営委員長 五十嵐 務 

 

 

請 願 審 査 報 告 書 

 

 

    本委員会に付託の請願を審査した結果、別紙のとおり決定したから、 

会議規則第９１条第１項の規定により報告します。 

 

  



請     願 

 

○議会運営委員会 
 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 提 出 者 要     旨 審 査 

結 果 

６ ６.11.28 「最低賃金の全

国一律制と中小

企業支援の拡充

を求める意見

書」の採択を求

める請願 

 

火爪 弘子 

 

富山市 

団体 

富山県の最低賃金が2024年の

改定によって過去最高の50円引

き上げられ998円となったこと

は、昨今の実質賃金の低下と、こ

れに伴う消費減退への危惧を反

映したものと言えます。しかしな

がら、その水準は「８時間働けば

人間らしく暮らせる」というには

程遠いものです。       

 全国の加重平均は1,055円とな

りましたが、地域間格差が最高額

の東京（1,163円）と最低額の県

（951円）で212円（18.2％）もあ

るのは異常な状態と言わざるを

得ません。富山を含め加重平均を

下回る地方では、東京との最低賃

金額の格差が物価指数の格差よ

りもかなり大きく、物価高の割に

最低賃金が低い実態になってい

ます。            

 最低賃金法は、地域別に最低賃

金額を決めるとしていますが、支

払能力の低い地域では、最低賃金

額が低いままとなります。地方で

の生活の困難は、都市への人口流

出を招き、それが人手不足を伴っ

てさらなる地域経済疲弊の要因

となっています。24年の各地方審

議会の答申でも示されたとおり、

中央最低賃金の目安の低さに対

して、地方が怒りを感じていると

言ってもよい事態となっていま

す。             

 また、誰でも、どこでも普通に

働けば普通に暮らすことができ、

若者の経済的自立を促して家族

不採択 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



請     願 

 

受理 
番号 

受 理 
年月日 

件  名 
（紹介議員） 提 出 者 要     旨 審 査 

結 果 

形成が可能と思える社会に変え、

人口減少に歯止めをかけるには、

全国一律「1,500円以上」を実現

することが求められます。   

 最低賃金引き上げにあたって

は、中小企業に対する支援の抜本

的な強化は欠かすことができま

せん。最低賃金決定の３要素のう

ち、「事業の賃金支払能力」を除

外し、中小企業・小規模事業者が

最低賃金の引き上げに対応でき

る特別な支援策と財政措置を国

の責任として、法律に明記するべ

きです。           

 以上の趣旨から、貴議会におか

れましては、国に対して次の各項

目の実現に向けて、意見書を提出

されるよう請願します。 

１.すべての働く人に人間らしい

生活を保障するため、最低賃金法

を改正し、生計費原則に基づく

「全国一律最低賃金制度」を実現

すること。 

２.最低賃金の引き上げを円滑に

実施するため、中小企業・小規模

事業所への特別補助を行うとと

もに、原材料費と人件費が価格に

適正に反映される仕組みを総合

的に整備すること。 

 

 

 


